
３.災害時の諸課題について 

 （３）水道管の耐震化 

 

本年元日に発生した能登半島地震により石川県輪島

市や、珠洲(すず)市などでは、ほぼ全域で断水、水道イ

ンフラの重要性が再認識されました。長期間の断水は

過去の大災害でも繰り返され、厚生労働省の資料によ

ると阪神・淡路大震災では約１３０万戸、東日本大震災

では約２５６万戸で断水が発生。断水期間はそれぞれ

約３カ月、約５カ月にも及びました。 

厚生労働省は２００８年の省令改正以降、水道施設の耐震化に着手、各自治体

では耐震管の整備を進めています。耐震管とは地震の際でも継ぎ目の接合部分

が離脱しない構造となっている管の事を指し、耐震管以外でも管路が布設され

た地盤の性状を勘案して耐震性があると評価できる管もあり、それらを耐震管に

加えたものを「耐震適合性のある管」と呼ばれています。 

政府は大規模地震の発生確率の上昇、異常気象の頻発・激甚化等を踏まえ、令

和２年に「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を閣議決定。基幹

管路において２０２５年度末までに耐震適合率を５４％、２０２８年度末までに６

０％以上に引き上げる目標を掲げています。 

しかし、主要水道管のうち、想定される最大規模の地震に耐えられる「耐震適

合率」は２０２１年度末時点で全国平均４１，２％にとどまっており、目標値とは大

きく乖離しています。 

耐震化が進まない地域の要因として財政難が挙げられます。水道事業は各市

町村が独立で採算を維持する事が基本である為、人口減少により料金収入が減

 



少する中で、管路の耐震化を進める財政的余裕がないのが現状です。 

そこで知事へお尋ねいたします。 

本県の管路の耐震化の現状はどのようになっているのか。また、県としても財

政的に厳しい市町村を支援し、管路の耐震化を進めていくべきと考えますが、今

後の取り組みについて伺います。 

 

【服部知事の答弁】 

主要な水道管のうち耐震性のある管路の割合である「基幹管路の耐震適合率」について、

本県は、令和 3 年度末時点で、41.5%であり、全国平均の 41.2%と同程度となっています。 

これを市町村等の水道事業者別に見た場合、耐震化を終えた事業者がいる一方で、約 3割の

事業者の耐震適合率は 20%未満となっており、耐震化を促進させることは、重要であると認

識しています。 

来年度から、水道行政は、厚生労働省から国土交通省等に移管されます。県としても、イ

ンフラの耐震化に関する知見・能力を有する国土交通省九州地方整備局と連携し、水道事業

者に対する技術的・財政的な支援を通じて、水道施設の耐震化に取り組んでまいります。併

せて、国に対し、耐震化事業に対する財政支援措置の充実に向けて、引き続き要望してまい

ります。 

 


